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第一部【企業情報】

 

第１【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第38期

第３四半期
連結累計期間

第39期
第３四半期
連結累計期間

第38期

会計期間
自 平成25年５月１日
至 平成26年１月31日

自 平成26年５月１日
至 平成27年１月31日

自 平成25年５月１日
至 平成26年４月30日

売上高 (百万円) 180,301 191,164 253,198

経常利益 (百万円) 4,688 5,304 9,541

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,508 3,228 5,264

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,558 3,351 5,274

純資産額 (百万円) 50,363 55,480 53,076

総資産額 (百万円) 112,995 126,158 124,869

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 186.24 239.77 390.78

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.6 44.0 42.5
 

 

回次
第38期

第３四半期
連結会計期間

第39期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年11月１日
至 平成26年１月31日

自 平成26年11月１日
至 平成27年１月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 113.69 126.06
 

(注)１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

 

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び子会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

 

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(１)業績の概況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や日本銀行の金融緩和策の効果を背景

に、企業収益や雇用・所得環境の改善がみられる等、緩やかな回復基調にあるものの、消費税増税に伴う駆け込

み需要の反動の長期化や海外経済の下振れリスク等、景気の先行きについては不透明な状況で推移しました。

　建設業界におきましては、住宅ローン減税の拡充や住宅ローン金利の水準が低い状態で推移しているものの、

消費税増税に伴う駆け込み需要の反動の影響により、新設住宅着工戸数は66万７千戸（前年同期比13.3％減）と

なり、戸建住宅を中心に減少傾向が続いております。一方、平成27年１月から施行となった相続税の税制改正に

より、賃貸住宅建設に対する需要は底堅く、新設貸家着工戸数は27万１千戸（前年同期比5.0％減）となり、微減

に留まりました。

　このような状況の中、当第３四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高は1,911億６千４

百万円（前年同期比6.0％増）となりました。利益面におきましては、営業利益48億３千７百万円（前年同期比

12.9％増）、経常利益53億４百万円（前年同期比13.1％増）、四半期純利益32億２千８百万円（前年同期比

28.7％増）となりました。

セグメントの業績は以下のとおりであります。

 

　① 建設事業

建設事業におきましては、前連結会計年度の受注高が増加したことにより、当第３四半期連結累計期間の完

成工事高は前年同期と比較して増加しております。利益面におきましては、建設技能労働者の不足に伴う労務

費の上昇や資材価格の高騰等により、完成工事総利益率は低下しましたが、完成工事高が増加したことにより

営業利益額は増加しました。この結果、建設事業における売上高は935億６千６百万円（前年同期比6.6％

増）、営業利益は64億９千１百万円（前年同期比17.1％増）となりました。

 また、当第３四半期累計期間の当社単体における総受注高につきましては、1,080億３千８百万円（前年同期

比4.2％増）となりました。

 

② 不動産賃貸事業

不動産賃貸事業におきましては、管理物件数の増加に伴うサブリース経営代行システム（一括借り上げ制

度）による入居者様からの家賃収入及び管理料収入等の増加により、売上高は前年同期と比較して増加してお

ります。一方で、賃貸建物の当第３四半期末の入居率は95.5％となり、依然として高い入居率を維持している

ものの、前年同期と比較して0.1ポイント低下しております。この結果、不動産賃貸事業における売上高は955

億９千９百万円（前年同期比5.5％増）、営業利益は34億２千４百万円（前年同期比1.2％減）となりました。

 

③ その他

総合広告代理店業、旅行代理店業及びゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業で構成されるその他の事業

における売上高は19億９千７百万円（前年同期比0.7％増）、営業利益は１億５千万円（前年同期比18.0％減）

となりました。
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(２)資本財源及び資金の流動性について　

資産の部におきましては、現金預金が20億３千２百万円増加したことから、流動資産は825億３千３百万円（前

期末比1.2％増）となりました。この結果、資産合計は1,261億５千８百万円（前期末比1.0％増）となりました。

　負債の部におきましては、未払法人税等が24億５千５百万円減少したことから、流動負債は468億７千１百万円

（前期末比2.0％減）となりました。この結果、負債合計は706億７千７百万円（前期末比1.6％減）となりまし

た。

　純資産の部におきましては、利益剰余金が23億４百万円増加したことから、純資産合計額は554億８千万円（前

期末比4.5％増）となりました。

 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(４)研究開発活動

該当事項はありません。

 

(５)主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設及び除却等について、当第３四半期連結累計期間

において重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

 

１【株式等の状況】

(１)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 53,888,000

計 53,888,000
 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年１月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年３月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,472,000 13,472,000
東京証券取引所
名古屋証券取引所
(各市場第一部)

単元株式数100株

計 13,472,000 13,472,000 ― ―
 

 

 

 

(２)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(３)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(４)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(５)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年11月１日～
平成27年１月31日

― 13,472,000 ― 4,800 ― 16
 

 

(６)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(７)【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成26年10月31日)に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

平成27年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 7,500
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式  

13,146,700
 

 

131,467 ―

単元未満株式 普通株式 317,800
 

 

― ―

発行済株式総数 13,472,000 ― ―

総株主の議決権 ― 131,467 ―
 

(注)１　「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄にも、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個を含めております。

２　「単元未満株式」の「株式数」欄には、自己保有株式44株が含まれております。

 

②【自己株式等】

  平成27年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東建コーポレーション㈱

名古屋市中区丸の内
二丁目１番33号

7,500 ― 7,500 0.0

計 ― 7,500 ― 7,500 0.0
 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役建築担当
兼ナスラック㈱担当

取締役建築管理局長 米村　宗浩 平成26年８月１日

取締役店舗開発室室長
取締役営業管理部長
兼店舗開発室室長

宮本　慎也

平成26年９月１日

取締役
東建リースファンド㈱担当

取締役店舗開発室室長 平成27年１月１日
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第４【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年11月１日から平成

27年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年５月１日から平成27年１月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(１)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年４月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年１月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 70,261 72,294

  受取手形・完成工事未収入金等 6,216 ※2  5,119

  未成工事支出金 626 1,030

  その他のたな卸資産 1,127 1,138

  その他 3,381 3,021

  貸倒引当金 △52 △70

  流動資産合計 81,560 82,533

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 11,082 10,883

   土地 14,524 14,616

   その他（純額） 4,414 4,949

   有形固定資産合計 30,021 30,449

  無形固定資産 994 1,031

  投資その他の資産   

   その他 12,671 12,514

   貸倒引当金 △377 △370

   投資その他の資産合計 12,293 12,144

  固定資産合計 43,309 43,624

 資産合計 124,869 126,158

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 24,274 ※2  24,037

  未払法人税等 2,913 457

  賞与引当金 1,711 501

  役員賞与引当金 38 46

  完成工事補償引当金 122 131

  その他 18,774 21,697

  流動負債合計 47,835 46,871

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 637 639

  退職給付に係る負債 2,092 1,984

  長期預り保証金 17,394 17,455

  その他 3,833 3,727

  固定負債合計 23,957 23,806

 負債合計 71,792 70,677
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年４月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年１月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,800 4,800

  資本剰余金 16 16

  利益剰余金 48,096 50,401

  自己株式 △17 △41

  株主資本合計 52,895 55,176

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 162 297

  退職給付に係る調整累計額 12 0

  その他の包括利益累計額合計 174 298

 少数株主持分 6 6

 純資産合計 53,076 55,480

負債純資産合計 124,869 126,158
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(２)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
　至 平成26年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年５月１日
　至 平成27年１月31日)

売上高   

 完成工事高 87,735 93,566

 兼業事業売上高 92,566 97,597

 売上高合計 ※  180,301 ※  191,164

売上原価   

 完成工事原価 58,395 63,362

 兼業事業売上原価 87,720 92,875

 売上原価合計 146,115 156,238

売上総利益   

 完成工事総利益 29,339 30,204

 兼業事業総利益 4,846 4,721

 売上総利益合計 34,186 34,925

販売費及び一般管理費   

 給料及び賞与 17,013 17,122

 賞与引当金繰入額 481 320

 役員賞与引当金繰入額 32 46

 退職給付費用 231 247

 役員退職慰労引当金繰入額 47 39

 貸倒引当金繰入額 - 24

 その他 12,094 12,286

 販売費及び一般管理費合計 29,900 30,088

営業利益 4,285 4,837

営業外収益   

 受取利息 137 129

 保険代理店収入 196 228

 その他 146 248

 営業外収益合計 480 606

営業外費用   

 固定資産除却損 13 82

 その他 64 57

 営業外費用合計 78 139

経常利益 4,688 5,304

特別損失   

 減損損失 83 -

 特別損失合計 83 -

税金等調整前四半期純利益 4,604 5,304

法人税、住民税及び事業税 1,119 1,290

法人税等調整額 976 785

法人税等合計 2,095 2,075

少数株主損益調整前四半期純利益 2,508 3,228

四半期純利益 2,508 3,228
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
　至 平成26年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年５月１日
　至 平成27年１月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,508 3,228

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 49 135

 退職給付に係る調整額 - △12

 その他の包括利益合計 49 123

四半期包括利益 2,558 3,351

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,558 3,351
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率の決定の基礎とな

る債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込

期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が211百万円増加し、退職給付に係る負債

が　　234百万円減少し、利益剰余金が287百万円増加しております。また、当第３四半期連結累計期間の損益及

びセグメント情報に与える影響は軽微であります。

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１　保証債務

施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成26年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年１月31日)

32名 71百万円 29名 67百万円
 

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成26年４月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成27年１月31日)

受取手形 －百万円 28百万円

支払手形 － 1,869 
 

 
 

(四半期連結損益計算書関係)

※　前第３四半期連結累計期間（自　平成25年５月１日　至　平成26年１月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　平成26年５月１日　至　平成27年１月31日）

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が大き

いため、第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計期間の売上高と比較して著しく多くなると

いった季節的変動があります。

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産及び長期前払費用に係る償却費を含む）は次のとお

りであります。　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
至 平成26年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年５月１日
至 平成27年１月31日)

減価償却費 1,231百万円 1,060百万円
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(株主資本等関係)

１ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年５月１日 至 平成26年１月31日)

(１)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年７月26日
定時株主総会

普通株式 1,144 85 平成25年４月30日 平成25年７月29日 利益剰余金
 

 

(２)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

２ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年５月１日 至 平成27年１月31日)

(１)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年７月25日
定時株主総会

普通株式 1,212 90 平成26年４月30日 平成26年７月28日 利益剰余金
 

 

(２)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年５月１日 至 平成26年１月31日)

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
建設事業

不動産

賃貸事業
計

売上高        

  外部顧客への売上高 87,735 90,583 178,318 1,983 180,301 ― 180,301

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
1 1,015 1,017 2,438 3,455 △3,455 ―

計 87,736 91,598 179,335 4,422 183,757 △3,455 180,301

セグメント利益 5,541 3,464 9,005 183 9,188 △4,903 4,285
 

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年５月１日 至 平成27年１月31日)

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
建設事業

不動産

賃貸事業
計

売上高        

  外部顧客への売上高 93,566 95,599 189,166 1,997 191,164 ― 191,164

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
2 1,014 1,016 2,348 3,365 △3,365 ―

計 93,569 96,613 190,183 4,346 194,529 △3,365 191,164

セグメント利益 6,491 3,424 9,915 150 10,065 △5,227 4,837
 

(注)１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、総合広告代理店業、旅行代

理店業及びゴルフ場・ホテル施設の運営に関する事業を含んでおります。

２ 調整額の内容は以下のとおりであります。

セグメント利益
  (単位：百万円)

項目 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

セグメント間取引消去 7 15

全社費用※ △4,911 △5,242

合計 △4,903 △5,227
 

※全社費用は、主に提出会社本社の総務管理部等管理部門に係る費用であります。

 

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
至 平成26年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年５月１日
至 平成27年１月31日)

１株当たり四半期純利益 186円24銭 239円77銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益(百万円) 2,508 3,228

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,508 3,228

普通株式の期中平均株式数(株) 13,470,506 13,464,983
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成２７年３月１１日
 

東建コーポレーション株式会社

取 締 役 会 御中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　松　井　夏　樹　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　城　　　卓　男　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東建コーポ

レーション株式会社の平成２６年５月１日から平成２７年４月３０日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成２６年１１月１日から平成２７年１月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年５月１日から平成

２７年１月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半

期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東建コーポレーション株式会社及び連結子会社の平成２７年１月

３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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